
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 23日

上   場   会   社   名    理研ビタミン株式会社 上場取引所 東

コード番号    4526 本社所在都道府県

(URL  http://www.rike-vita.co.jp/) 東京都

問合せ先  責任者役職名 専務取締役

　　　　　　  氏　　        名　　　　佐藤　元宣 TEL (03) 5275 - 5111
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 23日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 65,144 2.2 4,472 △ 10.6 4,786 △ 11.3

13年  3月期 63,745 2.3 5,002 △ 1.3 5,397 3.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 2,733 △ 14.4 115.57 - 7.0 7.6 7.3

13年  3月期 3,192 86.0 134.96 - 9.1 9.4 8.5

(注)①期中平均株式数 14年  3月期    23,649,699 株　　　13年  3月期    23,652,550 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 20.00 10.00 10.00 472 17.3 1.2

13年  3月期 20.00 7.50 12.50 473 14.8 1.2

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 63,259 39,350 62.2 1,664.21

13年  3月期 63,486 38,648 60.9 1,634.02

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　23,645,254 株　13年  3月期     　23,652,550 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　7,296 株　13年  3月期          　3,522 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 34,500 2,600 1,500 10.00 － －

通　　期 67,000 4,850 2,800 － 10.00 20.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   118 円 42 銭 

※本資料における予想は､現時点において想定できる経済情勢､市場動向や事業環境などを前提として作成したもの
　であり、今後の様々な要因変化により予想と実際の業績が異なる可能性があります｡



１１．個別財務諸表等
（１）貸借対照表   （百万円未満切捨て）

期　別　 （14年3月31日現在） （13年3月31日現在） 比較増減
科　　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 金  額

  （資　産　の　部）  （資　産　の　部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
Ⅰ 流  動  資  産 35,976 56.9 35,257 55.5 718
現 金 及 び 預 金 8,465 5,866 2,598
受 取 手 形 2,506 2,601 △ 94
売 掛 金 14,249 14,169 80
有 価 証 券 3,134 5,608 △ 2,473
た な 卸 資 産 6,026 5,889 137
繰 延 税 金 資 産 581 492 88
そ の 他 流 動 資 産 1,014 632 382
貸 倒 引 当 金 △ 3 △ 3 0

Ⅱ 固　定　資　産 27,282 43.1 28,228 44.5 △ 945
  有　形　固　定　資　産 11,537 18.2 11,033 17.4 504
建 物 及 び 構 築 物 4,664 4,679 △ 14
機 械 及 び 装 置 3,762 3,624 138
車 両 運 搬 具 7 8 0
工 具 器 具 備 品 184 156 28
土 地 2,420 2,420 －
建 設 仮 勘 定 497 144 352

  無　形　固　定　資　産 438 0.7 277 0.4 161

  投資 そ の 他 の 資 産 15,306 24.2 16,917 26.7 △ 1,611
投 資 有 価 証 券 8,705 11,864 △ 3,159
関 係 会 社 株 式 2,408 1,920 488
関 係 会 社 出 資 金 1,613 1,278 334
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,866 1,133 733
そ の 他 730 738 △ 8
貸 倒 引 当 金 △ 18 △ 18 0

63,259 100.0 63,486 100.0 △ 226
   （負　債　の　部）
Ⅰ 流　動　負　債 21,085 33.3 20,620 32.5 464
支 払 手 形 1,574 1,634 △ 60
買 掛 金 9,073 9,127 △ 54
短 期 借 入 金 2,200 2,200 －
未 払 費 用 3,610 3,804 △ 194
未 払 法 人 税 等 1,011 747 264
未 払 消 費 税 等 146 118 27
賞 与 引 当 金 718 712 6
そ の 他 流 動 負 債 2,752 2,276 476

Ⅱ　固　定　負　債 2,822 4.5 4,216 6.6 △ 1,393
繰 延 税 金 負 債 1,888 2,709 △ 821
退 職 給 付 引 当 金 212 832 △ 620
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 158 125 32
預 り 保 証 金 563 548 14

23,908 37.8 24,837 39.1 △ 928
   （資　本　の　部）
Ⅰ 資　　  本　　  金 2,537 4.0 2,537 4.0 －
Ⅱ 資  本  準  備  金 2,465 3.9 2,465 3.9 －
Ⅲ 利  益  準  備  金 634 1.0 634 1.0 －
Ⅳ その他 の 剰 余 金 30,825 48.7 28,651 45.1 2,174
任 意 積 立 金 27,672 25,073 2,599
当 期 未 処 分 利 益 3,152 3,577 △ 425

Ⅴ その他有価証券評価差額金 2,899 4.6 4,360 6.9 △ 1,460
39,362 62.2 38,648 60.9 713

Ⅵ 自己株式 △ 11 △0.0 - - △ 11
39,350 62.2 38,648 60.9 701

63,259 100.0 63,486 100.0 △ 226

  資　　 本 　　合　　計

  負 債 及 び 資 本 合計

当期 前期

  資　　産　　 合　 　計

  負　　 債　　合　 　計

- 1９ -



　（２）損益計算書 （百万円未満切捨て）
    　　　　　　期　　　別 当期（第６６期） 前期（第６５期）

前期比増減
   科　　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額

百万円 ％ 百万円 ％
Ⅰ 売　　　　上　　　　高 65,144  100.0 63,745  100.0 1,399

Ⅱ 売　　上　　　原　　価 43,925  67.4 41,889  65.7 2,036

21,218  32.6 21,855  34.3 △ 637

Ⅲ 販売費 及び 一般管理費 16,746  25.7 16,853  26.5 △ 107

4,472  6.9 5,002  7.8 △ 529

Ⅳ 営　 業 　外 　収 　益 460  0.6 518  0.8 △ 57
受 取 利 息 22 47 △ 24
受 取 配 当 金 155 131 24
賃 貸 料 111 102 8
そ の 他 171 236 △ 65

Ⅴ 営　 業 　外 　費 　用 146  0.2 123  0.1 23
支 払 利 息 93 109 △ 16
そ の 他 52 13 39

4,786  7.3 5,397  8.5 △ 610

Ⅵ 特　別　利　益 - - 71  0.1 △ 71
貸 倒 引 当 金 戻 入 - - 71 △ 71

Ⅶ 特　別　損　失 142  0.2 62  0.1 79
固 定 資 産 除 却 損 40 - 40
投 資 有 価 証 券 評 価 損 101 - 101
退職給付会計基準変更時差異 - 62 △ 62

4,644  7.1 5,406  8.5 △ 762
1,761  2.7 1,636  2.6 125
149  0.2 578  0.9 △ 428
2,733  4.2 3,192  5.0 △ 458
656 563 92
236 177 59
3,152 3,577 △ 425

　（３）利益処分案 （百万円未満切捨て）
　　　　　　　　期　　　別 当期（第６６期） 前期（第６５期）

　　科　　　目 平成13年４月～14年３月 平成12年４月～13年３月 前期比増減
　　　　　百万円 　　　　　百万円 百万円

3,152 3,577 △ 425
0 0       △　　　0

3,153 3,578 △ 425
これを次のとおり処分します。

236 295 △ 59
 （１株につき10円00銭）  （１株につき12円50銭）

25 27 △ 2
　 （う ち 監 査 役 分） ( 5) ( 5) ( 0)

2,000 2,600 △ 600
2,261 2,922 △ 661

892 656 236

計

次 期 繰 越 利 益

計

配 当 金

役 員 賞 与 金

中 間 配 当 額
当 期 未 処 分 利 益

当 期 未 処 分 利 益

別 途 積 立 金

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益

固定資産圧縮積立金取崩額

自平成13年４月１日 自平成12年４月１日
至平成14年３月31日 至平成13年３月31日

- ２０ -



（４）重要な会計方針

　1.重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①たな卸資産 ……………………総平均法による原価法

　　②有価証券

その他有価証券　

　　時価のあるもの　…………………　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

　　移動平均法によっている）

　　時価のないもの　…………………　移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式…………移動平均法による原価法

　　③デリバティブ　…………………… 時価法

　2.重要な減価償却資産の減価償却の方法

　有形固定資産　　……………………………………………………………定率法

　　　　　但し、平成10年4月1日以降取得の建物(建物附属設備を除く)については定額法

　無形固定資産　　……………………………………………………………定額法

　　　　　但し、ソフトウエア(自社利用分）については,利用可能期間(5年）の定額法

　3.重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

　　能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与にあてるため、翌期に支払う賞与のうち当期の費用となる金額

　　を期末直前の支給実績を基準に月割りで見積もり計上しております。

退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

　　に基づき当会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による

　　定額法により翌事業年度より費用処理しております。

役員退職慰労引当金

　　　役員退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支給額全額を計上しております。

　４.重要なリ－ス取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス･リ－ス取引については

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　５.ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法･･……………繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、

振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用してお

ります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段……………… 為替予約

　　　ヘッジ対象……………… 外貨建金銭債権債務及び外貨取引

③ヘッジ方針 ………………… ヘッジ対象の範囲内で将来の為替相場の変動によるリスクを回避

する目的で利用しております。

④ヘッジの有効性評価の方法･･…･ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額をヘッジ期間全体

にわたり比較し、有効性を評価しております。

　６.消費税の会計処理の方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

（追加情報）

　　　前期まで流動資産の部の｢その他｣に含めて計上しておりました｢自己株式｣は、財務諸表等規則の改正

　　に伴い、当期より資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。

- ２１ -



（５）注　　　記
［貸借対照表：注記］

当　　期 前　　期
１.受取手形割引高 － 百万円 － 百万円
２.自己株式の数 7,296 株 3,522 株
３.有形固定資産の減価償却累計額 21,500 百万円 20,319 百万円
４.保証債務残高 377 　〃 316 　〃
５.期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。
　 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高
　 に含まれております。

当　　期 前　　期
受取手形 404 百万円 405 百万円
支払手形 469 　〃 510 　〃
設備関係支払手形 101 　〃 13 　〃

［損益計算書：注記］
当　　期 前　　期

１．減価償却実施額 1,580 百万円 1,398 百万円
２．研究開発費の総額 2,353 　〃 2,073 　〃
３．販売費及び一般管理費の主なもの
販売促進費 2,557 百万円 2,829 百万円
広告宣伝費 1,122 　〃 1,537 　〃
運賃・保管料 4,022 　〃 3,822 　〃
給料手当・賞与 2,621 　〃 2,622 　〃
減価償却費 42 　〃 45 　〃
研究開発費 2,353 　〃 2,073 　〃

［リース取引：注記］

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
　　① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 　　　単位:百万円

　　②未経過リース料期末残高相当額 単位:百万円

当　　期 前　　期

１ 年 内 439 445
１ 年 超 951 1,027
合　計 1,391 1,473

　　③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 単位:百万円

当　　期 前　　期

支払リース料 541 552
減価償却費相当額 506 511
支払利息相当額 35 34

　　④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっております｡

　　⑤利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし､各期への配分方法

については利息法によっております。

２．オペレイティング・リース取引に係る未経過リース料　 単位:百万円

当　　期 前　　期

１ 年 内 5 5
１ 年 超 7 12
合　計 12 18

取得価格 減価償却累計額 期末残高 取得価格 減価償却累計額 期末残高

相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

機械及び装置 1,626 729 897 1,694 733 961
その他の有形固定資産 660 299 360 667 337 330

無形固定資産 313 208 104 344 189 154

計 2,600 1,237 1,363 2,706 1,259 1,446

当　　 期 前　   期

- ２２ -



［税効果会計：注記］

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 （単位：百万円）

第６６期 第６５期

(平成14年3月31日） (平成13年3月31日）

　繰延税金資産（流動）
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 3 3
　　　賞与引当金損金算入限度超過額 203 160
　　　販売手数料等の未確定額 289 263
　　　未払事業税否認額 87 61
　　　その他 4 4
　繰延税金資産（流動）小計 588 492

　　繰延税金負債（流動）
　　　その他有価証券評価差額金 7 -
　繰延税金資産（流動）小計 7 -

　　繰延税金資産（流動）の純額 581 492

　繰延税金負債（固定）
　　　固定資産圧縮積立金 6 6
　　　その他有価証券評価差額金 2,096 3,164
　繰延税金負債（固定）小計 2,103 3,171

　　繰延税金資産（固定）
　　　退職給付引当金 89 350
　　　役員退職慰労引当金否認額 66 52
　　　減価償却資産償却限度超過額 35 38
　　　その他 23 19
　繰延税金資産（固定）小計 214 461

　　繰延税金負債（固定）の純額 1,888 2,709

　繰延税金負債（流動･固定）の純額 1,307 2,217

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との差異の原因となった

　　主な項目別の内訳 第６６期 第６５期

(平成14年3月31日） (平成13年3月31日）

　　法定実効税率 42.05% 42.05%
　　（調　　整）
住民税均等割額 0.44% 0.35%
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.83% 1.46%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.06% △ 0.76%
その他 △ 2.12% △ 2.14%

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.15% 40.96%

- ２３ -



(６）部門別売上高

部門 区　分

家庭用食品 ドレッシング類 乾燥わかめ
  (ｽ-ﾊﾟ-ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞ青じそ)   (ふえるわかめちゃん)

和風だしの素類 海草サラダ類
  (無添加本かつおだし) 生わかめ類

食 中華レトルト類 わかめス-プ類
  (こくうまｼﾘ-ｽﾞ、中華百選) わかめご飯類

業務用食品 和風調味料類 乾燥わかめ
品 中華調味料類   (ふえるわかめ花ざいく) 　料飲食店用料理素材

洋風調味料類 海草サラダ類 　　〃　調味料･ス-プ

米飯調味料類 生わかめ類 　集団事業所給食用

部 ドレッシング類 わかめご飯類 　学校給食用
たれ・ソ-ス類

加工食品用原料 麺用ス-プ類 乾燥ﾌﾚ-ｸわかめ
門 粉末･液体調味料 わかめ粉末 　加工食品原料･素材

ｽﾅｯｸ調味料 惣菜用調味わかめ具材 　即席及び麺用ｽ-ﾌﾟ･ｿ-ｽ
たれ・ソ-ス類 調理海草類 　惣菜用具材
エキス類 乾燥食品 　惣菜用調味料･ｽ-ﾌﾟ等

餡製品 冷凍野菜類
健康食品 　栄養補助食品

食品用改良剤 食品用乳化剤類 乳化油脂類 　 ﾊﾟﾝ､ｱｲｽｸﾘ-ﾑ､ﾏ-ｶﾞﾘﾝ

機能性油脂類 　 豆腐､麺､水練品､飲料

加工油脂類 　 等その他加工食品全般

天然色素･甘味料類 　 色素製剤
化 工業用改良剤
成 ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸ用添加剤類 　 ﾌﾟﾗｽﾃｨｯｸの流滴剤･滑剤

品 　 PVC工業用滑剤
部 食品包装用添加剤類  　POﾗｯﾌﾟ用防曇剤
門
ビタミン類 医薬用ﾋﾞﾀﾐﾝＡ,Ｅ 　医薬用（生理活性剤）

化粧用ﾋﾞﾀﾐﾝＡ,Ｅ 　化粧用（生理活性剤）

食品用ﾋﾞﾀﾐﾝＥ 　食品用（抗酸化剤、健康食品用）

飼料用ﾋﾞﾀﾐﾝＥ 　飼料用（抗酸化剤、栄養強化用）

その他 洗剤

-２４-

当社の主な取り扱い商品群

主　要　品　群 用　　途

　一般家庭用向け

ビ
タ
ミ
ン

そ
の
他
部
門

区　　　分 当期（第66期）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 増減額 前年比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

食品部門 55,553 85.3 54,384 85.3 1,168 102.1
　家庭用食品 17,770 27.3 17,807 27.9 △ 37 99.8
　業務用食品 11,666 17.9 11,595 18.2 71 100.6
　加工食品用原料 13,289 20.4 13,178 20.7 110 100.8
　食品用改良剤 12,827 19.7 11,803 18.5 1,024 108.7
化成品部門 4,766 7.3 4,726 7.4 39 100.8
ビタミン・その他部門 4,824 7.4 4,634 7.3 190 104.1
　医薬･化粧用 1,567 2.4 1,476 2.3 91 106.2
　食品用 2,739 4.2 2,661 4.2 77 102.9
　飼料用 489 0.8 470 0.7 19 104.1
　その他 27 0.0 25 0.0 2 110.4
　　　合　計 65,144 100.0 63,745 100.0 1,399 102.2
（うち輸出） ( 2,609) ( 4.0) ( 1,541) ( 2.4) 1,067 (169.2)

前期（第65期） 比較増減



１２．役員の異動（平成１４年６月２７日予定）

（１）代表者の異動

　　　　該当事項はありません。

（２）その他の役員の異動

     １．新任取締役候補

(氏名) (新役職) (現役職)

山下　　隆 取締役経理部長 経理部長

     2．退任予定取締役

(氏名) (現役職)

岩崎　富生 取締役 理研食品㈱取締役社長を
退任し、同社取締役の予定

木下  久雄 取締役大阪工場長 (顧問に就任予定）

     3．取締役の担当異動

(氏名) (新役職) (現役職)

石飛　幸洸 取締役兼理研食品㈱取締役社長 取締役兼理研食品㈱取締役

　　※石飛　幸洸は6月28日付けで理研食品㈱取締役社長就任予定

－２５－


